
2025年3月期第2四半期

決算説明会レポート（書き起こし）

株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス

東証プライム： 7745



1｜2025年3月期 第2四半期 決算概要

2 | 2025年3月期 第2四半期 セグメント別業績

3｜2025年3月期 業績予想

4｜サステナビリティの取り組み

5｜APPENDIX（参考情報）

2025年3月期第2四半期業績概要

上期は売上高・営業利益ともに予想を超過し着地

売上高 303億円（前期比＋3.5%） 四半期売上高の過去最高を更新

営業利益 32億円（前期比＋3.5%） 第2会計期間は前年同期比二桁増

• 半導体関連事業は一部案件の期ずれにより売上・利益ともに前年同期比減となったものの
高水準の実績を維持、当社グループ製品への需要は堅調

• 医療・健康機器事業は海外での売上が増加。一方、販管費の増加により営業利益は減少

• 計測・計量機器事業は大型案件の反動で国内は前年同期比で減少したものの、海外はアジア・
オセアニアにおける需要増や米州での一部需要の持ち直しもあり売上・利益ともに増加

2025年3月期 第2四半期 決算説明会レポート

Summary

2025年3月期通期業績予想

業績は下期偏重のため、上期はほぼ計画通りに進捗

通期では売上高 660億円（前期比＋6.5%）営業利益 92億円（前期比＋15.6%）を見込む

• 半導体における米中貿易摩擦等の地政学的リスクや為替リスクの影響は継続的に注視、当初予
想からは変更なし

証券コード：７７４５
東証プライム市場

Ａ＆Ｄホロンホールディングス
IRサイトはこちらから

サステナビリティの取り組み

「はかる」技術により環境保全への取り組みを強化

• 「Ａ＆Ｄホロンエコプロダクツ認定制度」を導入、2024年度は10製品を認定

• 環境配慮型製品の開発・販売を促進し、環境負荷低減や地球環境の保全へと積極的に取
り組んでいく

https://andholon.com/ir/


株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス
代表取締役 森島 泰信 でございます。

本日は大変お忙しい中、当社決算説明会にご参加いただきまして
誠にありがとうございます。

それでは2025年3月期第2四半期決算についてご説明致します。
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本日はご覧の項目について、ご説明致します。
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売上高、営業利益ともに前年同期比3.5%増加での着地となりました。第2四
半期予想に対する達成率は売上高が2.3%、営業利益は5.6%の超過です。

詳細についてですが、売上高は303億7,500万円と前年同期比10億3,900万円
の増加でした。売上原価は前年同期比1億700万円の増加ですが、売上高の
増加率よりもかなり低く抑えることができ利益率も改善、売上総利益は137
億6,400万円と前年同期比9億3,100万円の増加となりました。

販管費は104億9,100万円で前年同期比8億2,100万円と大きく増加しておりま
す。その要因は、試験研究費が前期と比べて増加したことと、インフレの中、
海外の人件費等を含めた諸経費も増加したことが挙げられます。

結果、営業利益は32億7,300万円と前年同期比1億1,000万円の増加となりま
した。

経常利益は為替差損が発生したことにより減少、税引き前利益、親会社株主
に帰属する四半期純利益も前年同期比でマイナスを強いられ、1株当たり四
半期純利益は64.38円となりました。

4



第2四半期会計期間の売上高および営業利益について過去4期の推移を含めご
説明致します。

第2四半期での売上高は前年同期比3.2%増加の164億6,300万円となりまし
た。
営業利益は前年同期比10.3%増加の22億7,600万円で、いずれも第2四半期比
において過去最高を更新しております。
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地域別売上高の推移についてご説明致します。

国内の売上高は前年同期比3.4%減少の155億1,500万円でした。主な原因と
して、国内の売上に計上している半導体関連の期ずれの発生、および計測・
計量機器における前期の大型案件による反動減が挙げられます。

海外の売上高は前年同期比12.0％増加の148億5,900万円でした。

米州では計測・計量機器が特需のあった前々年度レベルまで持ち直しまし
た。
欧州では医療・健康機器が堅調に推移、加えて一部先行需要の取込みもあり
大きく貢献しました。
また、アジア・オセアニアの増加は、韓国やインドなどで計測・計量機器の
売上が伸びた結果となっております。
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営業利益の増減要因についてご説明致します。

販売面の影響としては、売上は為替を除きほぼ横ばいでしたが、原価面では
コスト改善等の成果もあり、原価率が1.6ポイント減少して54.7％に改善し
ました。

販管費は試験研究費や事業活動強化に必要なコストが増加した影響で、5億
4,500万円のマイナス要因となりました。

また、為替が昨年と比較して円安に振れましたので、為替による営業利益の
影響額が2億900万円となり、結果、営業利益は前年同期比1億1,000万円増
加の32億7,300万円での着地となりました。
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セグメント別業績についてご説明致します。
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半導体関連事業の業績についてご説明致します。

売上高は、一部案件の期ずれが生じた影響で54億1,400万円と前年同期比
4.6%のマイナスです。営業利益も研究開発コストの増加などにより、18億
1,400万円と大きく減少しております。

受注残高は101億4,000万円と前年同期比8.1%のマイナスですが、マスクラ
イター向けユニット品において前期にまとまった受注をいただいていた関係
で、今期はそれを消化している状況のため、受注自体は前期より減少してい
ます。CD-SEM等の完成品の受注については堅調を維持しており前期よりも
増加している状況です。

今後の半導体関連事業につきましては、長期的に投資を進めており、ホロン
では新工場建設に着手しております。安定的な生産量の確保と新製品開発を
促進すべく、体制整備を図っている最中でございます。

9



医療・健康機器事業の業績についてご説明致します。

売上高は116億9,300万円と前年同期比4.7％の増加です。内訳は、医療機器
がマイナス1.7%と、特に国内の医科向け計量機器の受注に対して部材の入手
が遅れた影響を受けております。一方、健康機器は前年同期比6.2%の増加で
す。

営業利益は21億3,400万円と前年同期比3.2%のマイナスとなりました。国内
の利益はプロダクトミックスなどにより増加しましたが、医療・健康機器は
海外売上比率が高く販管費等も増加した影響により、全体での営業利益は前
年同期と比べてマイナスになっております。

売上高を地域別に見ると、日本は大口顧客向けが減少したため5.4%のマイナ
スでしたが、海外では堅調に伸ばしました。特に欧州での売上が伸びており
前年同期比13.5%の増加という状況です。
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計測・計量機器事業の業績についてご説明致します。

売上高は132億6,700万円と前年同期比6.2%の増加です。内訳は、計量機器
が5.3％、DSP機器が9.0%のプラスとなり、営業利益も前年同期比50.1％の
増加となりました。

地域別に見ると、国内では前年度第2四半期に大型案件の実績があった影響
で、今期売上はその反動減により2.0%のマイナスとなりました。
米州では、事業の建て直しを進めているなかで、計量機器や自動車関連の
DSP機器の実績が貢献し、前年同期比21.8%の売上増となりました。
また、アジア・オセアニア地域においても、韓国やインドなどでの計量機器
の需要増によって、売上、利益ともに増加しました。
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2025年3月期の業績予想についてご説明致します。
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通期の業績予想は、売上高660億円、営業利益92億円、経常利益89億8,000
万円、１株当たりの当期純利益は225.59円となります。

当社の過去5～6年の推移を見ると、上期と下期の売上高比率は大体45：55
程度です。多少前後はするものの、下期偏重の傾向は変わっておりません。
自動車関連を含む計測・計量機器は各企業の年度予算の執行が期末に集中す
る傾向がありますし、医療機器関係も同様です。また家庭向け健康機器もク
リスマス商戦などから下期に需要が増加するため売上が下期に集中する要因
となっています。

半導体関連事業の需要は昨年より継続しております。今期は受注残を含め予
測できる材料は確保しているので、売上高の予想に変更はありません。ただ
し、米中問題の動向には引き続き注視が必要です。

医療・健康機器事業は海外での売上が多いので、地政学リスクや為替リスク
へのチェックは継続してまいります。

計測・計量機器事業においては、社会変化の大きな潮流としてカーボン
ニュートラルへの動きが挙げられます。しかしながら、一部ではEV化見直
しの動きもあり、今後、事業環境がどう変化していくのか、我々の事業内容
をその変化に対応させていく上でも、きめ細かくチェックしていく必要があ
ると考えております。下期含め、通期では計画している数字をきちんと達成
していく考えです。
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各事業別の業績予想についてご説明致します。

半導体関連事業は105億円と成長を大きく見込んでいたわけではないです
が、需要が堅調なため、顧客要求通りに対応できれば十分に達成可能な状況
と考えております。また、長期的な事業展開として、新しいニーズへの対応
や製品ラインナップを増やすために複数の新製品開発を進めており、積極的
に投資して今後の需要に応えてまいります。

医療・健康機器事業についてですが、下期には、新製品としてセルラー式血
圧計の販売を開始します。これは血圧計にセルラーモジュールを組み込むこ
とで血圧計から直接データの通信を可能にしたもので、まずは米国での販売
を始めます。このセルラー式血圧計の他にも、大口顧客との契約や当社ブラ
ンドでの販売契約など、下期の業績に繋がる材料はすでに出てきております
ので、通期での達成を見込んでおります。
しかし、将来的には、中国企業の低価格血圧計の存在が欧米市場における脅
威になることが懸念されます。そのため、今後は低価格製品への対応と、セ
ルラー式血圧計をはじめとした高付加価値製品の強化の両方を行っていかな
くてはならないと考えております。

計測・計量機器事業については、売上の大幅な増加を見込んでおります。米
国での販売体制の強化や、中国における直販体制への切り替えなどが寄与す
る見込みです。また、メキシコなど中南米を含めた販売エリアの拡大によ
り、売上増加を狙っていきます。自動車関連のDSP機器については、市場環
境の変化に柔軟に対応できる体制を整え、状況を注視しながら事業を推進し
ていきます。
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株主還元についてご説明致します。

年間配当予想は40円と当初の予定通りで変更はありません。
将来的には開発投資中の事業成果も踏まえ、それに見合った株主還元を実行
しなければならないと考えております。
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今期は中期経営計画の最終年度です。

2022年3月期と比較して売上高は27.6％、営業利益は67.4%の増加を見込ん
でおります。

新たな中期経営計画は現在作成中であり、来期発表の予定ですが、継続的に
成長できる事業内容や経営方針を盛り込みたいと考えております。
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サステナビリティの取り組みについてご説明致します。
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A＆Dホロンエコプロダクツ認定制度についてご説明致します。

当社は2024年11月から環境配慮性に優れた製品を自社認定する「A＆Dホロ
ンエコプロダクツ認定制度」を開始しております。資料の右上にある認定ラ
ベルも用意しました。環境貢献の考え方に基づいて認定した製品にはラベル
をつけて、積極的に普及してまります。

資料中央に認定基準として貢献①～貢献④の説明を記載しております。

貢献①～③は、当社の製品を使っていただいた結果、製造現場での省エネや
歩留まり向上、生み出された最終製品が省エネやCO2削減に繋がるなど、間
接的に環境貢献できる製品を認定する基準です。

貢献➃は、当社製品自体でCO2削減などに貢献する場合の基準です。資料最
下部の通り、従来製品よりも省電力化、軽量化・小型化、省資源化、高性能
化などで改善・優位性が見込める製品が該当します。このような認定制度を
通じて環境負荷に配慮した製品の普及を図る考えでございます。

18



認定製品の一部をご紹介致します。

資料左上の「生産ライン組込み用高精度軽量センサー」は貢献①と貢献④に
該当する製品です。従来製品より27%小型化し、消費電力は68%削減、応答
速度は1.8倍に向上しました。この製品は、EV車用の二次電池製造ラインで
使われております。

具体的には、二次電池を一度に何十個と作る際、電解液の充填量を一つ一つ
微細に管理するための確認用の計量機器として使われています。これを使っ
た二次電池がより普及すれば、自動車産業を通じたCO2削減にも貢献する
上、製品自体の環境負荷低減に対する貢献度合いも大きくなっています。

現在、EV車用の二次電池を取り巻く環境として、日本も製造ラインを増や
す計画をしておりますし、欧米においても製造ラインの増加がまだまだ期待
できます。そこで当社製品をさらに使っていただくために、環境配慮型製品
として自社認定し、普及を促進していく考えです。

自動車関連だけでなく他の製品においても、当社の「はかる」技術を通じて
サステナブルな社会の実現に貢献できる製品が多々あります。その中でも特
に貢献度合いの高い製品を上記資料で紹介しております。

19



もう1つご紹介致します。

資料の左上は「上腕式ホースレス血圧計」という製品で、貢献④に該当しま
す。従来の血圧計では、血圧計本体と腕に巻くカフをつなぐホースがありま
すが、当社の「上腕式ホースレス血圧計」ではこのホースを無くし、カフ自
体に血圧計本体を備え付けているため、従来製品よりも小型化を実現してお
ります。また、ホースがないためゴム材の削減にもなり、製品自体が環境負
荷の低減に寄与しております。

グローバルに見ますと、リモートで診療する環境が徐々に整備されてきてい
ます。
この製品は通信機能付きの血圧計で、新たな社会変化としてリモート診療に
も対応しているという意味でも、サステナブルな製品といえます。

それ以外にも半導体関連の製品などありますが、資料をご覧いただき、ご理
解を深めていただければ幸いです。

以上をもちまして、2025年3月期第2四半期決算説明を終わります。
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